
目 的

事業内容

政策チーム 9,900千円

ＲＯＢＯサポート推進事業

事業期間

新型コロナウイルス感染症の拡⼤を契機に、医療現場において⾃動ロボット、アバター
ロボット等の新技術を試験的に導⼊し、医療従事者の２次感染リスクの低減、業務負担の
軽減などに資することを検証・周知することによりSociety５．０の推進を図る。

令和２年度（2020年度）

新規

医療現場における新技術（⾃動配膳ロボット、アバターロボット、消毒ロボット等）
の試験導⼊

（石川県加賀市より提供）

【アバターロボットによる面会イメージ】

【⾃動ロボットによる食事配膳イメージ】

（アンドロボティクスより提供）



目 的

事業内容

危機管理防災課 101,651千円

原子力防災避難円滑化事業

事業期間

令和２年度 令和４年度（2020年度 2022年度）

場外離着陸場整備イメージ

原⼦⼒緊急事態に備え、避難経路上のインフラ改善や交通誘導対策を強化することに
より、住⺠の避難⼜は⼀時移転を円滑にし、原⼦⼒防災対策の⼀層の充実・強化を図る。

全離島における場外離着陸場（ヘリポート）の整備に対する補助（補助率 10/10）
加唐島・松島・⾺渡島・向島においては令和２年度に前倒して着⼯



目 的

さが創生推進課（移住支援室） 5,998千円

移住促進事業

事業内容

事業期間

新型コロナウイルス感染症の拡⼤を契機に地方移住への関心が高まっていることを踏まえ、
⾸都圏及び隣県に向けた情報発信を強化すること等により、本県への更なる⼈の流れを創出
する。

平成28年度 （2016年度 ）

・移住ポータルサイトのリニューアルや⾸都圏在住者の移住体験レポートのＷＥＢ配信等
による情報発信の強化

・⻑崎県発着の移住体験ツアーやオンラインによる移住体験ツアーの開催

・オンライン移住相談会の開催



目 的

空港課 17,299千円

便数確保・空港機能維持事業

事業内容

事業期間

新型コロナウイルス感染症の影響により路線の減便や運休が⽣じている九州佐賀国際空港
において、航空会社、テナント等に対し⽀援することにより、路線の早期復便とテナント等
の営業継続を図る。

佐賀ターミナルビル㈱が空港ビルに⼊居する航空会社、テナント等が⽀払うビル使⽤料の
⼀部を減免した場合、同社に減免額の１/２以内を補助

令和２年度（2020年度）

新規



目 的

空港課 60,600千円

空港ビル整備事業

事業内容

事業期間

九州佐賀国際空港における新型コロナウイルスの感染防止対策を講じるとともに、航空機
利⽤者以外も楽しむことができる空間を整備することにより、県内外からの集客を図る。

・飲食エリアにおいて利⽤者の密集を防ぐため、飲食店スペースの⼀部をテイクアウト及び
スタンディングカウンターに改修

・国内線及び国際線搭乗待合室において利⽤者同⼠の距離を保つため、イスの仕様を変更等
・宇宙をテーマにした多目的スペースを整備

令和２年度（2020年度）

空港ビル拡張後の完成イメージ図

新規



目 的

交通政策課 190,523千円

公共交通特別支援事業

事業内容

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症の影響により、経営に⼤きな影響が⽣じている路線バス事業者
及び松浦鉄道に対し⽀援を⾏うことにより、地域における公共交通の運⾏維持を図る。

令和２年度（2020年度）

・路線バス事業者への⽀援
路線バス事業者が運⾏する県内の幹線系統路線（※）について、⾛⾏距離に応じて
⽀援⾦を交付
※幹線系統路線 複数の市町を跨ぐ広域的なバス路線

・松浦鉄道への⽀援
県内の営業キロ数及び乗降⼈員に応じて⽀援⾦を交付

【新規】地方バス路線運行維持特別支援事業費

【新規】松浦鉄道特別支援事業費



目 的

交通政策課 0千円
（債務負担行為限度額 40,455千円）

高島航路浚渫事業費補助

事業内容

事業期間

新規

唐津市が⾏う高島航路浚渫事業に対して⽀援を⾏うことにより、離島の住⺠の⽣活に必要
不可⽋である離島航路の安定運航を確保する。

唐津市の高島航路浚渫事業に係る借⼊資⾦の元利償還⾦のうち、交付税措置額を控除した
実質負担額に対し１/２を補助する。（市が借⼊を⾏った翌年度に⼀括補助）

令和３年度 令和４年度（2021年度 2022年度）

高島航路浚渫事業の概要
・事業主体 唐津市
・浚渫箇所 松浦川 高島航路本⼟側発着所（唐津市千代⽥町）周辺
・総事業費 240,000千円（緊急浚渫推進事業債 充当率100％、交付税措置率70％）
・事業内容 令和２年度 測量・設計

令和３年度 掘削⼯事（約9,000 ）



佐賀県スポーツ活動継続支援事業

スポーツ課 33,215千円

事業内容

目 的

事業期間

新型コロナウイルス感染症の影響を受けている県内のアマチュアスポーツ団体等に対して、
活動に必要となる感染防止対策を⽀援することにより、安全なスポーツ活動の維持を図る。

令和２年度（2020年度）

県スポーツ協会、県障がい者スポーツ協会に対する補助

・マスク、消毒⽤スプレー等の感染予防対策の物品配付
※団体規模に応じて配付物品の購⼊上限額を設定

県スポーツ協会加盟団体、総合型地域スポーツクラブ 10万円、20万円、30万円
障害者スポーツ団体 20万円

・⼤会開催時等における物品貸出
サーモグラフィー等の機材
カメラ、パソコン等の配信⽤機材

県スポーツ協会運営費補助
障害者スポーツの環境づくり事業費



中学生アスリート応援事業
スポーツ課 40,000千円

事業内容

目 的

事業期間

新型コロナウイルス感染症により競技活動が制約されている中学⽣に対して、スポーツに
触れる機会を創出することにより、競技活動の継続を図る。

令和２年度（2020年度）

座談会・情報発信
・知事、指導者、中学⽣アスリートとの座談会の開催
・中学⽣アスリートや座談会等の特集番組・記事による発信
講演会・競技の体験会
・有名アスリートによる講演会等の開催
・有名アスリートによる実技指導を受けられる競技の体験会の実施

新規

＜大会熱戦発信イメージ＞ ＜有名アスリートによる実技指導・体験会イメージ＞



ジュニア・アスリート支援事業
スポーツ課（競技力向上推進室） 23,200千円

事業内容

目 的

事業期間

国⺠体育⼤会（⿅児島⼤会）の開催延期を受け、2023年の国⺠体育⼤会、2024年
の国⺠スポーツ⼤会を目指す選⼿に強化⽀援を実施することにより、選⼿の競技活動の
充実及び本県の両⼤会での躍進を図る。

令和２年度 令和６年度（2020年度 2024年度）

競技活動に対する⽀援⾦（年額10万円）を交付する。

【対象者】
2023年⼤会及び2024年⼤会の少年種別に出場を目指す選⼿のうち、交付対象年度に
各競技の強化指定選⼿として認定された者
※令和２年度交付対象者 232名

競技力向上強化費

2019 2020 2021 2022 2023 2024

競技団体活動支援

個人活動支援主に現中３、中２への活動支援

新規



目 的

ＳＡＧＡ２０２３施設調整課 32,532千円

事業内容

国民スポーツ大会・全国障害者スポーツ大会開催事業

事業期間

本県で開催される国⺠スポーツ⼤会、全国障害者スポーツ⼤会の競技会場となる市町有
施設の整備に対する補助及び県有施設の整備を⾏うことにより、両⼤会の円滑な運営及び
本県のスポーツ環境の整備を図る。

平成29年度 令和５年度（2017年度 2023年度）

市町有
施設整備

補助

県有競技
施設整備

競技会場となる市町有施設の整備に対する補助（１町１施設）
・太良町B&G海洋センター運動広場（改修）

競技会場となる県有施設の整備（４施設）
・佐賀県射撃研修センター 屋根改修設計等
・唐津⼯業高等学校  体育館照明改修設計
・多久高等学校  リード施設雨天対策設計等
・イマリンビーチ  クラブハウス改修設計

国スポ・全障スポ市町有施設整備事業費補助
国スポ・全障スポ県有競技施設整備費



佐賀・長崎ＤＣ推進事業
観光課 14,900千円

事業内容

目 的

事業期間

令和２年度 令和４年度（2020年度 2022年度）

令和４年秋に実施する佐賀・⻑崎デスティネーションキャンペーンを通じ、実施計画
の策定や観光資源の磨き上げ等を⾏うことにより、県内全域における観光地の魅⼒向上
及び地域活性化を図る。

・佐賀・⻑崎ＤＣ推進協議会（仮称）の設置・運営
・キャッチコピー、ノベルティの制作等

佐賀・⻑崎ＤＣ推進協議会（仮称）の設⽴及び実施計画案策定等

観光素材の磨き上げ
旅⾏会社等の商品造成強化に向けた観光コンテンツの造成等

新規



観光課 4,950千円

事業内容

目 的

事業期間

令和２年度 令和３年度
（2020年度 2021年度）

九州佐賀国際空港の利⽤者に対し、県内や筑後エリア等を含めた広域の観光情報を発信
することにより、観光客の満⾜度の向上を図る。

空港ターミナルビル１階に設置する情報発信スペースの整備（設計）を⾏う。

※令和３年度 情報発信スペースの⼯事、運営開始

新規 佐賀空港観光情報発信スペース設置事業

１階の自動販売機設置スペースを改修



観光需要緊急対策事業
観光課 432,700千円

事業内容

目 的

事業期間 令和２年度（2020年度）

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている観光事業者に対し、誘客を
強化すること等により、県内観光需要の速やかな回復を図る。

・宿泊誘客強化

新規

割引前宿泊代金
18,000円

6,300円引
（宿泊代金の35％）

5,000円引 県宿泊割引
ＧｏＴｏトラベル
キャンペーン

割引後支払額
6,700円

11,300円
の割引！

アクティビティ代金
4,000円

2,000円引 ＯＰＥＮ－ＡＩＲ割引

割引後支払額
2,000円

・地域周遊ツアー造成
市町の観光協会等が実施する地元の観光施設、飲食店、お⼟産店等を周遊するツアー造成
に対する⽀援

・九州域内への広報等の情報発信強化



県民協働課 3,550千円

災害ボランティア体制強化・構築事業新規

災害発⽣時に被災者⽀援のためのボランティア活動が円滑に⾏われるようにするため、
災害ボランティアセンターの運営を担う市町社会福祉協議会の技能や、社会福祉協議会、
災害ボランティア団体、⾏政の三者による連携体制の強化を図る。

令和２年度 令和３年度（2020年度 2021年度）

災害ボランティアセンターの運営体制及び技能強化
・県社会福祉協議会への市町⽀援員の配置
・県内市町社会福祉協議会への災害ボランティアセンター

設置運営研修の実施

連携体制の強化
災害時における市町社会福祉協議会、災害

ボランティア団体、市町⾏政の三者の連携を
目的とした研修の実施。

災害ボランティア体制「三者連携」

目 的

事業内容

事業期間



目 的

事業内容

くらしの安全安心課（交通事故防止特別対策室）、交通規制課 56,314千円

事業期間

広報の強化
死亡事故防止に特化したテレビCMの放送及び新聞広告の掲載

令和２年度（2020年度）
佐賀県交通安全キャラクター
「マニャー」

交通死亡事故防止対策事業 交通事故ワースト脱却推進プロジェクト事業費
交通安全施設整備費

交通死亡事故が多発している現状に鑑み、広報の強化や道路標⽰の更新を⾏うことにより、
交通安全に対する県⺠の更なる意識向上、交通死亡事故の抑止を図る。

道路標⽰整備
横断歩道、⼀時停止線等の更新



目 的

事業内容

有明海再生・自然環境課、都市計画課 11,716千円

「ＯＰＥＮ-ＡＩＲ佐賀」環境整備事業

事業期間

新型コロナウィルス感染症の拡⼤を契機に３密を回避し屋外で活動する意識が高まる中、
本県の豊かな⾃然を活かした魅⼒的なライフスタイル「OPEN-AIR佐賀」を推進すること
により、近県からの交流⼈⼝増加を図る。

令和２年度（2020年度）

リモートワークやワーケーション、ＳＮＳによる情報発信等が可能となるようなWi－
Fi環境の整備を⾏う。

新規

波⼾岬キャンプ場 吉野ケ⾥歴史公園

【新規】OPEN-AIR佐賀・波戸岬キャンプ場整備事業費
【新規】OPEN-AIR佐賀・吉野ヶ里歴史公園整備事業費



目 的

医務課 4,622,214千円

事業内容

新型コロナウイルス感染症対応医療提供体制強化事業

事業期間

新型コロナウイルス感染症の拡⼤に対応するため、県⺠が医療機関・宿泊療養施設で
治療・療養できる環境整備を⾏うとともに、救急医療提供体制を確保し、本県の医療提
供体制の更なる強化を図る。

令和２年度（2020年度）

宿泊療養施設の借上げ期間の延⻑

・受⼊可能病床数を確保するための空床補償の拡充
・クラスター発⽣時の医療チーム派遣体制の確保

・発熱トリアージ実施に対する補助の拡充
・新たに検査体制を整備する医療機関への院内感染防止

対策に対する補助の拡充

重症・中等症患者の
医療体制の確保

軽症・無症状者の宿
泊療養体制の確保

院内感染防止対策の
徹底



目 的

薬務課 183,867千円

事業内容

佐賀県調剤薬局特別対策事業

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症に対応している調剤薬局の従事者を県独⾃に⽀援すること
により、医薬品提供体制の維持・確保を図る。

令和２年度（2020年度）

医療・介護従事者と同様に患者と接し、新型コロナウイルスに感染するリスクを抱え
ながら調剤薬局に勤務する薬剤師や事務職員等に対し、慰労⾦を⽀給する。

⽀給額 ５万円/⼈

処方箋 薬薬

受 診受 診 処方箋



目 的

事業内容

産業政策課 80,400千円

中小企業ＤＸフラッグシップモデル創出事業

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症の拡⼤を契機に、デジタル技術によりビジネスモデルやライフ
スタイルを変革するＤＸの取組が加速している状況を踏まえ、各産業分野に応じたフラッグ
シップモデルを創出し、県内全体に波及させることにより、県内中小企業の持続的な発展を
図る。

新型コロナウイルス感染症により深刻な影響を受けている百貨店が実施するＤＸの取組に
対する補助

・補助率 ３/４以内
・補助上限額 80,000千円

※来年度以降、製造業、卸・小売業、飲食業等
のＤＸ⽀援について検討

令和２年度 （2020年度 ）
百貨店

製造業

事務所
飲食業
小売業

卸・物流

第１弾



目 的

事業内容

産業政策課 24,325千円

「後世に残したい店」支援事業

事業期間

新規

各地域にある後継者不在の「後世に残したい店」の価値を可視化・共有化することにより、
経営者の事業承継意欲を喚起する⼜は後継者探しを後押しし、地域活⼒の維持を図る。

令和２年度 令和３年度（ 2020年度 2021年度）

「後世に残したい店」の魅⼒を発信する。

現状を放置すると…

・地域住⺠の声による経営者の事業承継意欲の喚起
・後継者探しの後押し

地域住⺠等

新型コロナ
で打撃

廃業

あの味がもう味わえない

地域住⺠等

なくなるのは惜しい 
店を続けてほしい 

事業を引き継いでみよう 

情報発信
事業承継

親族に後継者がいないので
自分の代で廃業かな・・

ウェブサイト パンフレット



目 的

事業内容

産業政策課 81,272千円

中小企業者等事業再開支援事業

事業期間

令和２年７⽉豪雨等により被害を受けた県内中小・小規模事業者等が事業活動を再開する
ために必要な費⽤を⽀援することにより、地域経済の復興を図る。

令和２年度（2020年度） 支援

新規

・対象者 小規模事業者、中小企業者、中堅企業
・補助率 ３／４
・補助上限額 ３億円
・補助対象経費 施設、設備

施設復旧等に対する
⽀援

・対象者 小規模事業者、中小企業者
・補助率 ２／３
・補助上限額 ２５０千円
・補助対象経費 設備、什器・備品等

什器・備品更新等に
対する⽀援



目 的

事業内容

ものづくり産業課 46,200千円

ものづくり企業イノベーション促進事業

事業期間

新規

ものづくりにクリエイティブをかけ合わせ、県内ものづくり企業の事業革新や新たなビ
ジネスモデルを構築することにより、企業の発展を図る。

令和２年度 （2020年度 ）

ものづくり企業が、外部のデザイナーやクリエイター等を活⽤
して⾏うブランディングや商品開発、プロモーション等に要する
経費に対する補助

・補助率 ２/３以内
※⼀定条件を満たしている場合は、補助率３/４以内

・補助上限額 3,000千円



目 的

事業内容

産業人材課 8,958千円

新卒等ＵＪＩターンサポート事業

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症の拡⼤を契機に地方への移住に対する関心が高まっている中、
若年者に対して県内就職を⽀援することにより、県内企業の⼈材確保及び若年者の県内定着
を図る。

県外から県内企業への就職を希望する若年層を⽀援するアドバイザーを「ジョブカフェ
ＳＡＧＡ」に配置し、Webによるキャリアカウンセリング、企業説明会等の実施など県
内企業への就職を総合的に⽀援する。

アドバイザー２名増員
・Webカウンセリング
・就活支援
・Webミニ合説 等

県内企業

ジョブカフェ応援企業登録数580社
（令和２年３⽉31⽇現在）

県内進学者

拡充

県外進学者等
⼤学等の新卒者等

Webサイト等による情報発信
コミュニケーション

令和２年度 （2020年度 ）



目 的

事業内容

流通・貿易課 47,722千円

「佐賀ん酒」蔵開き応援事業

事業期間

新規

蔵開きの中止・延期に伴い、県産日本酒のＰＲ機会や売上が減少している状況を踏まえ、
県内の蔵元に対し、蔵開きの次期開催を⽀援することにより、販売促進、新たなファンの
獲得及び認知度向上を図る。

令和２年度（2020年度）

蔵元の蔵開き開催への⽀援
蔵開きを開催するための３密対策やオンラインイベントの開催等
に要する経費に対する補助
・補助率 ３/４
・補助上限額 750千円

蔵開きPRイベントの実施
・酒蔵巡りスタンプラリー、プレゼント企画等の実施
・オンラインを活⽤した酒蔵巡りや乾杯イベントの開催



目 的

事業内容

農産課、教育総務課 193,060千円

スマート農業機械等導入事業

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症の影響による農業分野の労働⼒不⾜を⾒据え、研修等に使⽤
するためのスマート農業機械・設備を導⼊することにより、将来の農業⽣産を⽀える⼈材
の育成・確保を図る。

農業⼤学校及び県⽴農業系高校が実施する就農のための研修等に使⽤するスマート農業
機械・設備を導⼊する。

令和２年度（2020年度）

スマート農業機械等を活用した
研修等の実施 将来の農業生産を支える担い手

として就農

【新規】農業大学校農業機械等導入事業費
【新規】次世代の農業を担う人材育成事業費



目 的

事業内容

園芸課 165,295千円

さが園芸生産８８８億円推進事業（総合経済対策）

事業期間

先進的経営による所得向上や意欲ある新規就農者の確保・育成、経営⼒のある経営体
や産地の育成などを推進することにより、園芸農業産出額の向上を図る。

令和元年度 （2019年度 ）

低コスト耐候性ハウスの整備に対する補助
・品目 施設きゅうり
・地区 ⼤町町
・事業実施主体 佐賀県農業協同組合
・事業量 6,078㎡
・受益⼾数 ２⼾



目 的

事業内容

農山漁村課 45,550千円

漁港海岸漂着ごみ緊急対策事業

事業期間

令和２年７⽉豪雨に伴い、漁港区域や海岸に⼤量の⼟砂の堆積、流⽊や葦等の漂着
が発⽣している。このため、漁港管理者である市町が緊急的に実施する堆積⼟砂等の
除去・処分等を⽀援することにより、漁業への⽀障を排除する。

堆積⼟砂の除去・処分
早津江川に位置する⼾ヶ⾥漁港に流⼊・堆積している⼟砂の除去・処分に対する
補助（補助率 １/２）

漂着流⽊等の回収・処分
市町が管理する９漁港に漂着している流⽊、葦等の回収・処分に対する補助
（補助率 １/２）

令和２年度（2020年度）

⼟砂堆積状況

流⽊等漂着状況



目 的

事業内容

林業課 30,700千円

搬出間伐支援事業

事業期間

新規

新型コロナウイルス感染症の影響による⽊材価格の⼤幅な下落に対応するため、搬出
間伐への⽀援を⾏うことにより、計画的・持続的な森林整備及び林業就業者の雇⽤確保
を図る。

林業事業体が⾏う私有林の搬出間伐に係る経費に対する補助
⽀援額 147千円/ｈa 程度

令和２年度（2020年度）

（搬出間伐） （健全な森林）



新型コロナウイルス感染症の状況に鑑み、豊かな⾃然、歴史、文化など佐賀ならではの
魅⼒を探究する機会を提供することにより、ふるさと佐賀への誇りの醸成を図る。

感染防止対策の実施
３密を回避するため、宿泊⼈数及びバスの乗⾞⼈数の分散化

体験活動の実施
県内の豊かな⾃然、歴史、文化などの魅⼒を探究できる体験活動等の実施

令和２年度（2020年度）

佐賀の魅力ある修学旅行事業
学校教育課 26,736千円

新規

目 的

事業内容

事業期間


